
　１　一般会計決算の概要
（単位：千円）
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　２　前年度決算額からの主な増減要因 ※増減額及び増減率は千円単位で計算

（１） 歳入    （単位：億円）
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（２） 歳出    （単位：億円）

2 %

3 %

4 %

8 %

10 %

　３　市税の推移

359.6 △ 59.0 △ 16.4

主な増減要因

法人市民税　＋232.1億円
固定資産税　＋16.5億円

子育て世帯等臨時特別支援事業費△61.2億円

194,853,518

増減率※３年度 増減額※

実質収支（e）=（c）－（d）

国庫支出金 300.7

△ 32.1

４年度

増減率

3.7

2.6

区　　分

歳入総額（a）

歳出総額（b）

形式収支（c）=（a）－（b）

翌年度へ繰越すべき財源（d） 10,685,322

5,130,193

216,729,599 209,079,038 7,650,561

市 税

繰 入 金

26.21,213.1 961.4 251.6

36.9 162.0 △ 125.0 △ 77.2

款

令和４年度の決算状況

199,983,711

令和４年度 令和３年度 増減額

5,304,149

6,060,566 8,921,371 △ 2,860,805

16,745,888 14,225,520

309.8 241.1

款 ４年度 ３年度 増減額※ 増減率※

68.7 28.5

△ 9.0

317.2 296.7 20.5 6.9

246.0

教 育 費

総 務 費

669.2 715.7 △ 46.5 △ 6.5

255.1
名鉄三河線連続立体交差事業　＋11.1億円
区画整理事業（花園ほか）　△15.4億円

教育施設整備基金積立金　＋40.0億円
市民文化会館施設整備費　△14.3億円

△ 3.5土 木 費

自宅療養者等医療提供事業　＋20.4億円
子育て世帯臨時特別給付金　＋4.8億円

産業用地造成事業特別会計繰入金△28.2億円
財政調整基金繰入金　△70.0億円

公共施設安全安心基金積立金　＋67.0億円

主な増減要因

子育て世帯への臨時特別給付金　△60.1億円

自宅療養者等医療提供事業補助金＋20.4億円衛 生 費 222.7 207.0 15.7 7.6

県支出金 147.2 108.5 38.8 35.7

民 生 費

323 327 328 316 315 320
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平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度（予算）

億円

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他

1,070

1,167 1,208

961

1,213

1,046


